
日米関税交渉 合意文書署名
⚫ 日米両政府は米国ワシントンで７月22日(日本時間23日)、米国による農産品などへの「相互関税」は計
25％から15％に引き下げることで合意した。

⚫ 米国時間の８月７日より新たな大統領令の適用が開始されたが、日本への15％の相互関税について、既存の
税率に上乗せされる内容となっていた。

⚫ トランプ大統領は９月４日に大統領令に署名し、既存の関税率が15％未満の品目は一律15％、15％以上の
場合はその税率を維持することとなった。赤沢亮正経済再生担当相は4日、訪問先のワシントンでラトニッ
ク商務長官と面会し、日米で合意した投資に関する文書に署名した。８月７日以降に徴収された相互関税の
うち、合意内容を上回る部分について、８月７日に遡及して還付される見通し。
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合意文書に署名する赤沢経済再生担当大臣と
ラトニック商務長官



スーパーでの米の販売数量・価格の推移

⚫ 令和７年８月11日の週の平均価格は、前週の3,737円/５Kgから67円上昇し、3,804円/５Kg。

(対前年比+45.0％、前週比+1.8％。10週連続で3,000円台)

⚫ 随意契約による政府備蓄米の流通量がやや減少し、新米の出回りなどを背景として販売数量に占めるブレン
ド米等の比率は42％と低下。

⚫ なお、随意契約による政府備蓄米取扱店舗における8/11～8/17の平均販売価格は3,059円/5kg。

出展：農水省
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